
 

 

 

わかりやすい下関市の決算書 

～平成26年度版～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下 関 市 

平成28年3月 
 

 

 



 

目       次 

 

 

   はじめに 

 

１．主な事業の成果・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ．2 

 

２．一般会計の決算状況 

（１）歳入の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  Ｐ．１１ 

（２）歳出の状況（目的別決算）・・・・・・・・・・・・・  Ｐ．１２ 

（３）歳出の状況（性質別決算）・・・・・・・・・・・・・  Ｐ．１３ 

 

３．財政指標等 

（１）財政力指数・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  Ｐ．１４ 

（２）経常収支比率・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  Ｐ．１４ 

（３）実質公債費比率・・・・・・・・・・・・・・・・・・  Ｐ．１５ 

（４）将来負担比率・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  Ｐ．１５ 

（５）市債現在高・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  Ｐ．１６ 

（６）基金現在高・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  Ｐ．１６ 

 

４．会計別決算総括表・・・・・・・・・・・・・・・・・・  Ｐ．１７ 

 

   ５．一般会計決算の推移・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ．１８ 

 

 

 

 

 

 



 

は じ め に 

 

本市では、開かれた行政を目指し、市民の皆様に市政の情報をより広く知っていただ

くため、情報公開の充実に取り組んでいるところです。 

下関市の決算について、一年間の行政活動の成果をよりわかりやすく説明し、ひとり

でも多くの皆様に知っていただこうと、毎年、「わかりやすい下関市の決算書」を作成

しています。 

この冊子を通して、市の財政状況についてご理解をいただければ幸いです。  
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　リニューアルしました。

　総事業費　13億9,629万円（H24～H26）

　決算額　　工事請負費など　5億6,460万円

総事業費　10億9,623万円（H23～H26）

決算額　　工事請負費など　4億4,860万円

①　豊浦総合支所と豊北総合支所が

≪総務費　管財課≫

②　川棚こども園が完成しました。
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　　≪民生費・教育費　こども育成課≫

　川棚幼稚園と川棚保育園を統合し、幼稚園と保育
園の機能を併せ持った幼保一体化施設（こども園）
を整備し、平成２７年４月に開園しました。

　地域行政の総合窓口や地域振興及び防災緊急対応
拠点としての機能向上を図るため、豊浦総合支所は
改修工事を、豊北総合支所は建替えを行いました。

１．主な事業の成果

２６年度に完了した

事業や、新たに供用

開始した施設などを

紹介します。

豊浦総合支所

豊北総合支所

川棚こども園



③　栽培漁業センターの第２育成棟が完成しました。

　総事業費　2億5,677万円（H23～H26）

　決算額　　工事請負費など　1億3,797万円

　決算額　　工事請負費など　3,800万円

⑤　企業誘致アクションプランを策定しました。

　決算額　　委託料など　447万円

≪商工費　産業振興課≫
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　企業誘致の取組にあたり、戦略的な活動を展開す
るため、平成２７年度から平成３１年度の５年間を
対象とする「下関市企業誘致アクションプラン」を
策定しました。

　昭和３７年に下関市で建造された、捕鯨船第二十
五利丸に備え付けられていた、捕鯨砲、プロペラ、
アンカー、風向風速計を用いたモニュメントを観音
崎町のアンカー広場に設置しました。

≪農林水産業費　水産課≫

≪農林水産業費　水産課≫

　アワビやクルマエビ、ガザミの中間育成等を行っ
ている栽培漁業センターに、平成２６年８月、第２
育成棟がオープンしました。第２育成棟ではアワ
ビ、キジハタの中間育成とアカウニの種苗生産試験
や中間育成を行っています。

④　捕鯨船第二十五利丸のモニュメント
　　が完成しました。

企業誘致の成果（調印式の様子）

中間育成作業の様子

第二十五利丸モニュメント



　総事業費   93億2,894万円（H21～H26）

　決算額　　工事請負費など　12億2,791万円

⑦　田部東団地（１期）が完成しました。

　総事業費　　4億2,835万円（H23～H26）

（１期分のみ）

　決算額　　工事請負費など　3億6,821万円

　総事業費　約9億3,000万円（H19～H25）

　決算額　　委託料など　2,610万円
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⑥　下関駅周辺整備が完了しました。
≪土木費　市街地開発課≫

≪土木費　建築住宅課≫

　下関駅周辺の回遊性を高め、交流によるにぎわい
を創出するため、平成２１年度から下関駅周辺整備
事業を行いました。
　駅前広場や連絡通路、下関駅ビルなどが完成しま
した。

　オープンしました。
⑧　旧下関英国領事館がリニューアル

　重要文化財である旧下関英国領事館の保存、
活用と利用者の安全性の向上を図るため、耐震
補強を含む保存修理工事を行い、平成２６年７
月１８日にリニューアルオープンしました。

≪教育費　文化財保護課≫

　菊川町管内に中層耐火４階建の公営住宅１棟２０
戸を建設しました。今後、２期分の整備に取り組ん
でいきます。

田部東団地（１期分）

下関駅東口駅前広場

旧下関英国領事館



　決算額　　報酬など　547万円

　決算額　　人件費など　186万円

⑨　就労支援員を増員しました。
≪民生費　生活支援課≫

　生活保護受給者等に職業指導や職業相談等を行
うため、本庁舎内に公共職業安定所の常設窓口が
設置され、連携して就労支援を行うために支援員
を１名増員しました。

　こども育成課に専門員を配置し、入園手続きや
保育料についての問い合わせ、子育て支援セン
ターや一時預かりの利用などについて、来庁した
保護者の方々のニーズに応えられる体制を作って
います。

⑩　子ども・子育てコンシェルジュを
　配置しました。

≪民生費　こども育成課≫
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２６年度から新たに着手し

た事業や拡充した事業を紹

介します。

就労支援相談窓口



　発などに繋がる活動を支援します。

　決算額　　補助金など　307万円

　決算額　工事請負費など　2億5,122万円

　決算額　　委託料　1,512万円

⑬　津波・高潮ハザードマップを作成
　しています。

　老朽化が進む橋梁、道路標識等の道路ス
トックを国の交付金等を活用して点検を実施
し、その結果に基づいて、補修工事を実施し
ました。今後、継続的に点検・補修を実施
し、メンテナンスサイクルを確立していきま
す。

⑪　地域資源を活用した新商品の開

≪商工費　産業振興課≫

　山口県が指定した地域資源を活用して新商
品の開発や販路開拓等を行う中小企業者の取
組に対して、経費の一部補助やコーディネー
トなどの支援を行い、地場産業の活性化を
図っています。
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≪消防費　防災安全課≫

　地震による津波や台風による高潮により浸水が
想定される区域を周知するため、それらの警戒区
域や避難所の位置、避難時の心得などの情報を載
せたハザードマップを作成しています。

⑫　道路ストックの老朽化対策に
　本格的に着手しました。

≪土木費　道路課≫

高潮ハザードマップ

橋梁補修後（イメージ）

地域資源認定式の様子



　決算額　　委託料など　607万円

　決算額　　工事請負費など　3,077万円

　決算額　　補助金　　　　4,340万円

⑭　下関市は平成２７年２月１３日に

≪総務費　企画課・広報広聴課・資産税課≫

　合併１０周年を迎えました。

　合併１０周年の節目にあたり、記念式典の開
催、市報しものせき「合併１０周年記念特集号」
の発行、ご当地ナンバープレートの作製などを行
いました。

⑮　市民会館を改修しています。

　昭和５２年度に建設された市民会館の劣化
改修やトイレ改修工事、耐震改修工事のため
の実施設計業務を行いました。

　するため、補助を行っています。

　グループホームの民間整備を促進するため、国
の補助事業の採択を受け、国と市の助成によって
提供体制を整備します。

≪総務費　市民文化課≫
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≪民生費　障害者支援課≫

⑯　グループホームの民間整備を促進

その他の主な事業を

紹介します。

合併記念式典の様子

市民会館

グループホーム新設（菊川町）



⑰　がん検診の受診者数増加に向けて取り組んでいます。

　決算額　　委託料など　1億5,823万円

　決算額　　委託料　2億2,065万円

⑲　キャリア教育の推進に取り組んでいます。

　決算額　　委託料　　　307万円

　複数のがん検診を組み合わせた「セットがん検
診」や対象者を限定したがん検診の自己負担金軽
減（無料クーポン券）事業、ラッピングバスによ
る広報などを行いました。
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⑱　奥山工場の焼却灰をセメントの

≪労働費　産業立地・就業支援課≫

　中学生はセミナーを、高校生はビジネスフェア
の見学体験を行い、職業意識・職業観を早い時期
から高め、若者の社会的・職業的自立や、学校か
ら社会・職業への円滑な移行に向けた支援を行っ
ています。

　原料にしています。
≪衛生費　環境施設課≫

　奥山工場の焼却灰をセメントの原料化処理施設
へ運搬し、ごみの焼却処理後も環境に配慮した取
組を行っています。

≪衛生費　成人保健課≫

ラッピングバス

焼却灰の搬出

ビジネスフェア見学体験の様子



　決算額　　補助金など　8,708万円

　総事業費　61億5,100万円（H21～H35）

　決算額　　工事請負費など　3億2,027万円

　決算額　　工事請負費など　4,127万円

　決算額　　工事請負費など　7億8,439万円

　しています。
≪消防費　消防局情報指令課≫

　平成２８年５月末のアナログ無線使用期限まで
に、消防・救急無線のデジタル化整備を美祢市と
共同で行い、広域的な無線運用を実施します。

⑳　自然環境の保全等に補助を行い
　農業生産活動を支援しています。

≪農林水産業費　農林整備課≫

　自然環境の保全、水源のかん養等の農業・農村
の有する多面的機能の維持・発揮を図るため、地
域の共同活動、農業生産活動を支援するための補
助を行っています。

㉒　老朽化した遊具の撤去及び

≪土木費　公園緑地課≫

　更新を行っています。

　老朽化の進んだ公園遊具等を地元住民など利用
者のニーズに合わせ、子供向け・シルバー向けの
遊具等に、適宜撤去及び更新を行っています。
　平成２６年度は珠の浦１号公園に背のばしベン
チ等の健康遊具を設置するなどしました。

㉑　乃木浜総合公園の２期整備事業を
　行っています。

≪土木費　公園緑地課≫

　山陽地区の中核的な総合公園を目指し、多目的
グラウンド等の運動施設、広場及び緑地の整備を
行っています。
　平成２６年度は、第２多目的グラウンドのクレ
イ舗装、夜間照明、周辺園路等を整備しました。
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㉓　消防・救急無線をデジタル化

乃木浜第２多目的グラウンド

健康遊具の設置

活動の様子



㉔　消防車両等を更新整備しました。

　決算額　　備品購入費　　4億1,838万円

　決算額　　工事請負費など　3億7,320万円

　決算額　工事請負費など　22億3,490万円

㉕　下関市教育センターを整備して
　います。

≪消防費　消防局警防課≫

　消防力の充実強化のため、整備指針に基づき消
防車両等の更新を計画的に行っています。
　平成２６年度は、はしご付消防自動車１台、水
槽付消防ポンプ自動車１台、消防ポンプ自動車２
台、資材搬送車１台、高規格救急自動車３台、並
びに消防団の消防ポンプ自動車１台、積載車１
台、小型動力ポンプ４台を更新整備しました。
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㉖　小・中学校を耐震化しています。
≪教育費　学校支援課≫

　下関市立小・中学校耐震化計画に基づき、対象
校舎３３８棟の耐震化を行っています。
　平成２７年度までに耐震化率９０％以上を目標
としており、平成２６年度までの耐震化率は、８
２．２％達成、平成２７年度には、９２．３％に
達する予定です。

≪教育費　教育政策課≫

　教育の中心的施設として教育委員会事務局と教
職員の研修・研究機能や教育相談機能を併せ持つ
下関市教育センターを平成２８年３月の供用開始
を目指して、整備を行っています。

教育センター

山の田中学校

はしご付消防自動車



　（１）歳入の状況

解　説

（注）同規模団体には、26年度末における下関市と人口規模や財政規模が似通った、人口が40万人以下の中核市2１市を選定しました。

　※その他は、分担金・負担金、使用料・手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収入の合計です。

２．一般会計の決算状況

25年度

26年度

市税

337.1億円
(26.1%)

市税

338.6億円
(27.4%)

その他

157.6億円
(12.2%)

その他

176.0億円

(14.3%）

地方譲与税・交付金

42.0億円
(3.2%)

地方譲与税・交付金

46.3億円
(3.7%)

地方交付税

290.8億円
(22.5%)

地方交付税

287.9億円
(23.3%)

国庫支出金

194.0億円
(15.0%)

国庫支出金

189.6億円
(15.4%)

県支出金

61.7億円
(4.8%)

県支出金

62.9億円
(5.1%)

市債

209.1億円
(16.2%)

市債

132.7億円
(10.8%)

12.4万

円

14.5万

円

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

下関市 同規模団体平均

市民一人あたりの市税収入

10.5万

円 5.7万

円2.0
4.0
6.0
8.0
10.0
12.0

下関市 同規模団体平均

市民一人あたりの地方交付税収入

同規模団体と比較して

地方交付税の占める割

合が高い状況となって

います。

1,234.0億円

1,292.3億円

平成26年度の歳入は、企業業績の収益改善による市税の増加や平成25年度に積み立てた地域の元気基金

を取り崩したことにより繰入金が増加しましたが、建設事業などの財源とする市債が大きく減少したため、

歳入総額は1,234.0億円で前年度と比べて58.3億円減少しました。

平成27年度から地方交付税の合併算定替特例期間終了の影響により普通交付税が減少していくため、今

後の財政運営は一層厳しくなると考えられます。行財政改革への取り組みを通じて、歳入歳出両面で一層の

効率化に努め、安定かつ持続可能な財政運営を心掛けなければなりません。

≪市税≫

歳入決算の3割近くを占める市税ですが、地価の下落等により固定資産税が減少しました。しかし、企業業績の収益

改善により法人市民税が増加し、前年度と比べて約1.6億円増加しました。なお、市税の収納率は95.9％（前年度

95.4％）となりました。

≪その他≫

平成26年度は、前年度と比べると18.4億円増加しました。この増加の主な理由は、平成25年度に国の経済対策であ

る地域の元気臨時交付金を原資として積み立てを行った地域の元気基金を取り崩したことや、ふるさと納税寄附金の増

加によるものです。

≪地方交付税≫

地方交付税は、所得税や法人税、消費税などの国税のうち一定割合を市の財政力に応じて国から交付される普通交付

税と、災害などの特殊事情に応じて交付される特別交付税があります。平成26年度の地方交付税は、前年度と比べると

2.9億円減少しました。この減少の主な理由は、消費税率が５％から８％になったことにより、市への地方消費税交付

金の交付額が増加したこと等によるものです。なお、本市は同規模団体と比較すると、地方交付税への依存度が高い状

況となっています。

≪市債≫

平成26年度は、市役所庁舎、消防庁舎や次世代育成支援拠点施設の建設、下関駅周辺の整備等が進行したことにより

前年度と比べると76.4億円減少しました。
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　（２）歳出の状況（目的別決算）

解　説

　※その他は、議会費、労働費、災害復旧費の合計です。

25年度

26年度

総務費

178.8億円

(14.2%)

総務費

120.6億円

(10.0%)

民生費

422.3億円

(33.6%)

民生費

435.0億円

(36.2%)

衛生費

92.5憶円

(7.3%)

衛生費

113.1億円

(9.4%)

農林水産業費

33.9億円

(2.7%)

農林水産業費

34.0億円

(2.8%)

商工費

52.7億円

(4.2%)

商工費

51.4億円

(4.3%)

土木費

156.6億円

(12.5%)

土木費

137.4億円

(11.4%)

消防費

58.3億円

(4.6%)

消防費

43.2億円

(3.6%)

教育費

114.3億円

(9.1%)

教育費

119.2億円

(9.9%)

公債費

134.0億円

(10.7%)

公債費

136.8億円

(11.4%)

その他

12.7億円

(1.1%)

その他

11.2億円

(1.0%)

平成26年度の歳出は、民生費、衛生費や教育費が増加しましたが、総務費、土木費や消防費が大きく減少

した結果、総額が1,201.9億円となり、前年度と比べて54.2億円減少しました。減少の主な理由は、市役

所庁舎、消防庁舎や下関駅周辺の整備等の大型事業が進行したことによるものです。

≪総務費≫

総務費は、企画調整業務、財産の維持管理、電算業務など市政運営のための一般事務費や徴税、戸籍・住民基本台帳、選挙

などにかかる経費です。市役所本庁舎及び総合支所庁舎の建設が進行したことにより、約58.2億円減少しました。

≪民生費≫

民生費は、福祉（高齢者、障害者、児童、生活保護など）のための経費です。臨時福祉給付金事業や子育て世帯臨時特例給

付金事業、介護老人福祉施設の改修にかかる補助金の増加などにより前年度と比べて約12.7億円増加しました。

≪衛生費≫

衛生費は、健康増進、疾病予防、環境保全、ごみ処理など、市民が健康で衛生的な生活環境を保持するための経費です。新

ごみ焼却施設の建設が進行したことなどにより、約20.6億円増加しました。

≪農林水産業費≫

農林水産業費は、農林水産業の振興を支援するための経費です。自然環境の保全や水源のかん養等の農業・農村の有する多

面的機能の維持・発揮を図るため、地域の共同活動や農業生産活動を支援するための補助金の増加などにより、前年度と比べ

て約0.1億円増加しました。

≪商工費≫

商工費は商工業や観光の振興を支援するための経費です。中小企業などを支援するための預託金（貸付金）の減少などによ

り、前年度と比べて約1.3億円減少しました。

≪土木費≫

土木費は、道路、橋、河川、公園などの建設や維持のための経費です。下関駅周辺整備事業や川中土地区画整理事業の完了

により前年度と比べて、約19.2億円減少しました。

≪消防費≫

消防費は、消火活動をはじめ、風水害などの災害が生じた場合の被害を軽減するための経費です。消防庁舎整備事業の完了

などにより、前年度と比べて約15.1億円減少しました。

≪教育費≫

教育費は、教育委員会や小・中学校、生涯学習などすべての教育関係のための経費です。小学校耐震補強事業や教育セン

ター整備事業などにより、前年度と比べると約4.9億円増加しました。

≪公債費≫

公債費は、市の借入金を返済するための経費です。公共用地先行取得事業債（乃木浜第2期事業用地）の償還が終了したも

のの、臨時財政対策債や合併特例債の償還額が増加したことにより、前年度と比べると約2.8億円増加しました。

1,201.9億円

1,256.1億円
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※その他は、維持補修費、積立金の合計です。

解　説

25年度

26年度

人件費

206.1億円
(16.4%)

人件費

209.9億円
(17.5%)

扶助費

258.9億円
(20.6%)

扶助費

267.2億円
(22.2%)

公債費

134.0億円
(10.7%)

公債費

136.8億円
(11.4%)

投資的経費

226.5億円
(18.0%)

投資的経費

159.8億円
(13.3%)

物件費

127.2億円
(10.1%)

物件費

133.3億円
(11.1%)

補助費等

88.5億円
(7.0%)

補助費等

91.7億円
(7.6%)

出資金・貸付金

33.9億円
(2.7%)

出資金・貸付金

30.4億円
(2.5%)

繰出金

138.8億円
11.1%

繰出金

147.5億円
(12.3%)

その他

42.2億円
(3.4%)

その他

25.3億円
(2.1%)

（３）歳出の状況（性質別決算）

市の予算は総務費、民生費、衛生費・・・のように行政目的ごとに編成していますが、性質別決算とは、

これらの経費を経済的性質を基準として人件費や扶助費などに分類し集計したものです。

1,201.9億円

1,256.1億円

人件費、扶助費、公債費はその性質上、義務的経費と呼ばれています。平成26年度の義務的経費は

約613.9億円で、前年度に比べ約14.9億円増加しています。義務的経費は、容易に削減できない経費

であり、増加傾向にあると財政構造が硬直化傾向にあると言えます。義務的経費の増加を抑制するた

め、行財政運営の効率化に、より一層努める必要があります。

≪人件費≫

人件費は、職員給与や議員報酬などの経費です。

定員管理計画に基づき定員の適正化や給与水準の抑制を図ってい

ます。平成26年度は、職員給の減額措置が終了したため増加してい

ます。

※職員給の減額措置は、東日本大震災の復興財源を捻出するために

国家公務員給与の減額措置を行い、本市も職員給を減額していたも

のです。

7.8 7.7 7.6 7.5 7.7

4.0

6.0

8.0

10.0

H22 H23 H24 H25 H26

市民一人あたり人件費

（単位：万円）

≪扶助費≫

扶助費は生活保護費や障害者自立支援給付費、特定疾患などの医

療費助成や児童手当など社会保障関係経費の大半を占める経費で

す。

平成26年度は臨時福祉給付金事業や子育て世帯臨時特例給付金

事業が影響し大幅に増加していますが、その他の扶助費についても

年々増加傾向にあります。

≪公債費≫

公債費は、建設事業などの財源として借り入れた市債の元利償還

金と、借入のための経費です。

合併特例債を活用した下関駅周辺整備事業や庁舎整備事業など大

型事業の元利償還や、普通交付税の振替財源である臨時財政対策債

の元利償還が本格化してきており、これらに配慮した財政運営が求

められています。

8.5 9.0 9.3 9.4 9.8

4.0

6.0

8.0

10.0

H22 H23 H24 H25 H26

市民一人あたり扶助費

（単位：万円）

4.4

5.6
4.9 4.8 5.0

2.0

4.0

6.0

H22 H23 H24 H25 H26

市民一人あたり公債費

（単位：万円）
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（１）財政力指数（3カ年平均）

解　説

（２）経常収支比率

解　説

0.567  0.544  0.530  0.534  0.538 

0.745 0.728 0.710 0.707  0.683

0.400

0.500

0.600

0.700

0.800

0.900

H22 H23 H24 H25 H26

下関市

同規模団体

３．財政指標等

財政力指数は、地方公共団体の財政力を示す指数で、標準的な行政経費に対する、市税等の一般財源

収入の割合を過去3年間の平均値で算定します。財政力指数が高いほど、標準的な行政活動に必要な財

源に余裕があるといえます。

平成26年度は、地方消費税の税率引き上げに伴い地方消費税交付金が増加したため指数が上昇して

います。しかし、同規模団体と比較すると低い水準にあります。

93.3 
94.2 

95.3  94.7 
96.2 

89.4 
91.0  91.1 

89.8 
91.8 

86.0
88.0
90.0
92.0
94.0
96.0
98.0

H22 H23 H24 H25 H26

下関市

同規模団体

経常収支比率は、毎年度継続的に収入されるお金に対して、義務的経費である人件費、扶助費及び公

債費や施設の維持管理経費などの経常的な支出が占める割合です。この比率が低いほど、様々な施策に

お金を使うことができ、弾力的な財政運営ができるとされています。

平成26年度は、前年度と比べると1.5ポイント悪化しています。主な要因として、歳出については、

扶助費や公債費が減少したものの人件費や物件費が増加したため、約10.9億円増加しました。歳入につ

いては、地方交付税が減少しましたが、市税や地方消費税交付金が増加し約3.9億円増加しました。歳

入歳出ともに増加していますが、歳入より歳出の増加が大きいため比率が悪化しました。

本市は、同規模団体と比べても高い水準にあり、今後も歳入歳出両面でのより一層の効率化を図る必

要があります。

（単位：%）

（注）財政指標等は同規模団体との比較を行う関係上、普通会計決算に基づいた指標等を用いています。

≪普通会計とは≫

地方公共団体の会計は「一般会計」と「特別会計」で構成されていますが、地方公共団体ごとに各会計の範囲が異なっている

ため、財政状況の統一的な掌握及び比較が困難であることから、地方財政統計（決算統計）上便宜的に用いられる会計区分をい

います。下関市は普通会計を構成する会計として、一般会計、港湾特別会計の一部、土地取得特別会計、母子寡婦福祉資金貸付

事業特別会計、後期高齢者医療特別会計の一部、市立市民病院債管理会計の一部があります。
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（３）実質公債費比率

解　説

（４）将来負担比率

解　説

10.9 11.7 11.7
11.5

10.8
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9.0
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8.0

8.5

9.0

9.5

10.0

10.5
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H22 H23 H24 H25 H26

下関市

同規模団体

実質公債費比率は、一般会計等が義務的に支出しなければならない元利償還金に加え、上下水道や市

場等の公営事業、豊浦・大津環境浄化組合等の一部事務組合の元利償還金のうち、一般会計等が負担す

ることとなる額の合計が、経常的に収入される一般財源の規模に対してどれくらいの割合かを表すもの

です。この数値が低いほど財政構造の柔軟性が高いといわれ、25％を超えると早期健全化団体に指定さ

れ、財政健全化計画を作成し、その実施状況に応じ起債の許可が必要となります。

平成26年度は前年度より0.7ポイント改善しました。早期健全化団体に指定される水準にはありませ

んが、同規模団体と比較すると高い水準になっています。今後もよりよい財政状況を目指していきま

す。

将来負担比率は、一般会計等が将来的に負担することとなっている実質的な負担を把握するもので、

一般会計等の地方債残高に加え、上下水道や市場等の公営事業、豊浦・大津環境浄化組合等の一部事務

組合、土地開発公社や市立大学等の負債等、一般会計等が将来的に負担することとなる債務の合計額

が、経常的に収入される一般財源の規模に対してどれくらいの割合かを表す比率です。

この比率が350％を超えると、早期健全化団体に指定され、財政健全化計画を作成しなければなりま

せん。平成26年度は、前年度より0.5ポイント悪化しました。早期健全化団体に指定される水準にはあ

りませんが、同規模団体と比較すると高い水準となっています。

（単位：%）

（単位：%）

124.6 

103.3  100.5  97.5  98.0 
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　（５）市債現在高

解　説

　（６）基金現在高

解　説

H22 H23 H24 H25 H26

下関市 52.1 52.4 52.5 55.6 56.3

同規模団体 39.4 38.7 38.6 40.0 40.3

52.1 52.4 52.5
55.6 56.3

39.4 38.7 38.6 40.0 40.3

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

市民一人あたりの市債現在高（単位：万円）

H22 H23 H24 H25 H26

下関市 5.7 7.4 7.8 8.3 7.5

同規模団体 4.3 5.0 6.1 6.8 6.5

5.7

7.4 7.8
8.3

7.5

4.3
5.0

6.1
6.8 6.5

0.0
1.0
2.0
3.0
4.0
5.0
6.0
7.0
8.0
9.0

市民一人あたりの基金現在高（単位：万円）

1,479.9 1,476.7 1,463.8
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平成25年度は市役所庁舎、消防庁舎及び次世代育成支援拠点施設の建設や下関駅周辺の整備といった大

型事業が、合併後のまちづくりの集大成の時期として集中したため増加しています。平成26年度は、乃木

浜第2期整備のために用地取得した市債（公共用地先行取得債）などの償還が終了しましたが、新ごみ焼却

施設建設事業の進行などにより前年度から約2.6億円増加しています。

同規模団体と比較して市民一人あたりの市債現在高は多い状況です。世代間の負担の公平を図る上で市債

発行の意義はあると言えますが、今後は返す以上に借りないというプライマリーバランスに配慮した財政

運営を行っていきます。

基金とは市の貯金にあたるもので、財政調整基金、減債基金、その他の特定目的基金の現在高を表してい

ます。

平成25年度は、国の経済対策で交付された国庫補助金（地域の元気臨時交付金）を基金に積み立てたた

め、基金残高が増加したものの、平成26年度は、その地域の元気基金を取り崩したため大きく減少してい

ます。

下関市の市債現在高の推移(単位：億円)

下関市の基金現在高の推移(単位：億円)
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歳　入 歳　出 差　引 翌年度繰越額 実質収支

1,233億9,516万円 1,201億8,739万円 32億　777万円 5億4,013万円 26億6,764万円

港湾 57億8,819万円 61億8,477万円 △3億9,658万円 766万円 △4億　424万円

臨海土地造成事業 2億9,212万円 33億6,337万円 △30億7,125万円 △30億7,125万円

渡船 1億4,727万円 1億3,868万円 859万円 859万円

市場 10億7,497万円 8億5,822万円 2億1,675万円 2億1,675万円

国民健康保険 363億4,706万円 350億9,521万円 12億5,185万円 12億5,185万円

土地取得 3億3,991万円 3億1,556万円 2,435万円 2,435万円

観光施設事業 1億5,720万円 1億4,827万円 893万円 893万円

1,161万円 930万円 231万円 231万円

260億1,493万円 256億3,249万円 3億8,244万円 3億8,244万円

1億　478万円 8,827万円 1,651万円 1,651万円

農業集落排水事業 3億8,324万円 3億7,747万円 577万円 577万円

9,274万円 993万円 8,281万円 8,281万円

後期高齢者医療 44億3,970万円 43億　369万円 1億3,601万円 1億3,601万円

市立市民病院債管理 15億5,635万円 15億5,635万円

公債管理 176億6,206万円 176億6,206万円

944億1,213万円 957億4,364万円 △13億3,151万円 766万円 △13億3,917万円

2,178億　729万円 2,159億3,103万円 18億7,626万円 5億4,779万円 13億2,847万円

収　入 支　出 差　引

収益的 71億7,695万円 73億4,685万円 △1億6,990万円

資本的 7億8,745万円 35億2,322万円 △27億3,577万円

収益的 4億　290万円 3億　797万円 9,493万円

資本的 　 3,595万円 △3,595万円

収益的 82億6,140万円 75億4,668万円 7億1,472万円

資本的 36億1,004万円 69億6,506万円 △33億5,502万円

収益的 13億4,709万円 16億6,730万円 △3億2,021万円

資本的 1億8,194万円 3億3,573万円 △1億5,379万円

収益的 292億7,399万円 290億5,590万円 2億1,809万円

資本的 1億　297万円 △1億　297万円

510億4,176万円 568億8,763万円 △58億4,587万円合　　　　計

一般会計

特
　
別
　
会
　
計

企
業
会
計

水道事業

工業用水道事業

公共下水道事業

競艇事業

介護保険
(介護サービス事業勘定)

母子寡婦福祉資金貸付事業

病院事業

介護保険
(介護保険事業勘定)

漁業集落環境整備事業

区　　　分

一般会計・特別会計合計

合　　　計

区　　分

一般会計では、歳入決算額から歳出決算額を差し引いた32億777万円のうち、翌年度の繰越事業の財源と

する5億4,013万円を除いた26億6,764万円が実質的な収支額となります。このうち、11.8億円を剰余金

として財政調整基金に積み立てる予定です。

一般会計、特別会計を合わせた実質的な収支額は13億2,847万円の黒字となっています。

４．会計別決算総括表
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（単位：億円）

（単位：億円）
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５．一般会計決算の推移

歳入決算

337.9 341.6 364.9 369.9 351.0 341.9 342.9 338.9 337.1 338.6

259.8 259.7 247.1 250.4 264.2 288.9 295.1 294.4 290.8 287.9

205.0 180.0 183.5 199.5
280.1 241.9 250.7 235.7 255.7 252.5

92.0 118.4 88.4
105.5

163.9
114.2

157.2
123.5

209.1
132.7

248.9 250.5
229.8

212.1

216.7

196.9

207.2
199.1

199.6

222.3

1,143.6 1,150.2
1,113.7 1,137.4

1,275.9

1,183.8

1,253.1
1,191.6

1,292.3
1,234.0

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

市税 地方交付税 国県支出金 市債 その他の収入 合計

歳出決算

232.8 233.2 226.4 223.1 223.5 221.9 217.3 210.8 206.1 209.9

199.2 195.6 198.0 198.2 204.2 241.7 253.7 258.6 258.9 267.2

125.0 133.5 133.5 136.1 135.2
124.4 158.6 135.9 134.0 136.8

174.3 177.0 152.7 159.5
206.1 136.9

152.2
125.4

226.5 159.8

119.0 118.8
113.7 114.3

127.1
125.8

132.6
126.7

127.2
133.3

53.1 56.4 94.2 91.3

141.9

96.2

96.8
87.4

88.5
91.7144.4 148.6 113.8 120.0

124.8

131.5

132.7
139.0

138.8
147.557.3 52.6

50.9 62.7

74.3

63.1

70.0
72.1

76.1
55.71,105.1 1,115.7

1,083.2 1,105.2

1,237.1

1,141.5

1,213.9
1,155.9

1,256.1
1,201.9

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

人件費 扶助費 公債費 普通建設事業費 物件費 補助費等 繰出金 その他の支出 合計
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○歳入決算・歳出決算別の傾向

＜歳入決算＞

・市税収入が減少傾向にあります。理由としては、景気の低迷や人口減少によることが考えら

れます。

・地方交付税は財政調整機能を持つ制度で、市税収入等に合わせ増減していますが、合併算定

替の特例期間が２６年度をもって終了したため、２７年度以降、５年間かけて段階的に縮減し

ていきます。

・市債は、主に普通建設事業費に連動し、事業進捗に影響を受けるため、大きく増減していま

す。

＜歳出決算＞

・人件費は、職員の定員管理計画に基づき職員数を削減してきたため、減少傾向にあります。

・扶助費は、高齢者数の増加により増加傾向にありますが、２２年度以降は、子ども手当の創

設により、特に大きく増加しています。

・公債費は、市債発行に伴って増加傾向にあります。２３年度は借り換えを行ったため、特に

大きく増加しています。

・普通建設事業費は、本庁舎、総合支所や消防庁舎などの庁舎整備関係、下関駅周辺整備等の

経費です。２５年度は次世代育成拠点施設や消防庁舎の完成等が重なったため、大きく増加し

ています。

・繰出金は、国民健康保険や後期高齢者医療の医療費の増加に伴って増加傾向にあります。

○今後の課題

＜歳入決算＞

・市税収入が減少傾向にあるため、市税を中心とする自主財源を安定して確保することが重要

になります。また、今後もより一層プライマリーバランスに配慮しつつ、市債を発行していく

必要があります。

＜歳出決算＞

・扶助費の増加と近年の市債発行に伴う公債費の増加が見込まれるため、更なる行財政運営の

効率化や事業の重点化を図っていく必要があります。

○新市１０年のあゆみ

・本市は、平成２７年２月１３日に合併１０周年を迎えました。新市がスタートして市民生活

の安定と向上のため、保健・医療・福祉・教育の充実や産業振興、防災対策、生活環境の改善

などあらゆる分野で諸施策の推進に努めてまいりました。

・この間、中核市移行、「下関ナンバー」の創設、市外局番の統一、市民憲章の制定、「ツー

ル・ド・しものせき」・「下関海響マラソン」・「おいでませ山口国体」開催、長州出島の一

部供用開始、川棚温泉交流センター「川棚の杜」・道の駅「北浦海道 豊北」のオープン、豊

北総合支所・消防局の新庁舎・新勝山公民館の竣工、下関駅にぎわいプロジェクトの完成、海

響館来館者１千万人達成、あるかぽーと地区のにぎわい創出、こども未来部の創設などがあり

ました。
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